
○町田市社会福祉法人等に対する施設整備費等補助金交付要綱 

平成５年７月１日 

適用 

地域福祉部障がい福祉課 

注 ２００８年１２月以降の改正沿革のみ登載 

第１ 趣旨 

この要綱は、補助金等の予算の執行に関する規則（昭和４２年３月町田市規則第

６号）及び町田市補助金等の交付に関する要綱（２０１７年４月１日施行）に定め

るもののほか、町田市社会福祉法人等に対する施設整備費等補助金（以下「補助金」

という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２ 補助の目的 

補助金は、予算の範囲内において、社会福祉法人等が設置する施設の建設等に要

する経費を補助することにより、当該施設の整備を促進し、もって障がい者の福祉

の向上を図ることを目的とする。 

第３ 補助対象者 

補助の対象となる者は、社会福祉法人、特定非営利活動法人又は一般社団法人と

する。 

第４ 補助対象事業 

補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、第３に規定する補

助対象者が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第７項、第８項、第１２項から第１４項まで又は第１

７項に規定する事業を実施するため市内に設置する施設の新設、増築、改築若しく

は改修又は当該施設の初度調弁備品の購入で、東京都の障害者通所施設等整備費補

助要綱（昭和６０年６月１０日付け６０福障精第７６号）又は障害者（児）施設整

備費補助要綱（平成１９年５月１６日付け１９福保障居第１４２号。以下これらを

「都要綱等」という。）の適用を受けるもの（事業費が５０万円以上のものに限る。）



とする。ただし、町田市の他の補助金の対象となる事業を除く。 

第５ 補助対象経費 

補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要

する経費のうち、工事費及び初度調弁費とする。ただし、次に掲げる経費は補助の

対象としない。 

（１） 既存の建物の買収に要する経費（既存建物を買収することが建物を新築す

ることよりも効率的であると認められる場合を除く。） 

（２） 土地の買収及び整地に要する経費 

（３） 前２号に掲げるもののほか、補助の対象として適当と認められない経費 

第６ 補助金の交付額 

補助金の交付額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を合計した額とする。この場合において、１，０００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

（１） 工事費 補助対象経費の実支出額から国及び都の補助額を控除した額と補

助対象事業について適用を受ける都要綱等に定める基準額に８分の１を乗じて得

た額とを比較して、いずれか低い方の額 

（２） 初度調弁費 補助対象経費の実支出額と補助の対象となる施設の定員数に

１２万円を乗じて得た額とを比較して、いずれか低い方の額 

第７ 補助金の概算払 

補助金の交付の決定を受けた者は、補助金の概算払を請求することができる。 

第８ 補則 

この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

１ この要綱は、１９９３年７月１日から適用する。 

２ この要綱は、２０２６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに



補助金の交付決定のあった補助事業については、この要綱の規定は、この要綱の失

効後も、なおその効力を有する。 

附 則 

この要綱は、１９９６年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、１９９９年４月１日から施行する。ただし、改正後の第３の規定は、

１９９８年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、１９９９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２００２年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２００３年１０月１５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２００８年１２月１０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２００９年１１月１９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０１１年１月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、２０１１年２月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、２０１３年１月１日から適用する。ただし、第３の改正規定（「障害

者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成１８

年９月２９日厚生労働省令第１７４号）及び障害者自立支援法に基づく指定障害福祉

サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年９月２９日厚生労



働省令第１７１号）」を「東京都障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関す

る条例（平成２４年東京都条例第１３５号）及び東京都指定障害福祉サービスの事業

等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年東京都条例第１５５号）」

に改める部分を除く。）及び別表の改正規定は、同年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０１４年３月３１日から施行する。ただし、別表備考の改正規定は、

同年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０１７年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、

同年３月３１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０２０年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、

同年３月３１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０２３年３月３１日から施行する。 

 


